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地域包括ケアシステムの
実現に向けて

診療報酬改定に向けて

医政局地域医療計画課  課長補佐

H a r u o  K O U R O U

　感染症の流行や先進国の高齢化など、
世界は今、一国では解決が難しい課題
を多く抱えており、国際社会の連携が
重要視されています。大臣官房国際課
は、日本と各国保健当局や世界保健機
関 (WHO)などの国際機関との橋渡し
役となり、国際保健課題の解決に取り
組んでいます。
　2023年は日本でG7会議が開催され
ることとなっており、国際課はG7保健
大臣会合を担当します。日本が有する

な世界を作るための取り組みを進めて
いけるよう、日々挑戦を続けています。

ユニバーサル・ヘルス・カバレッ ジ
(UHC)や高齢化、健康危機対策等の知
見を踏まえ、日本がリーダーシップを
発揮しつつ、同志国とともにより健康

　保険局医療課では、診療報酬につい
て、２年に１回行われる改定に向けた
検討・調整や、改定後の問い合わせへ
の対応等を行っています。
　診療報酬は医療政策における重要な
ツールのひとつですので、改定の際に
は、限られた財源をどのように配分し
必要な施策を進めるべきかを、様々な
関係者との議論を通じて検討が行われ
ます。例えば令和４年度診療報酬改定
では、新型コロナウイルス感染症の流

行を踏また医療提供体制に係る課題や、
不妊治療の保険適用等に対応する必要
がありました。
　改定に向けた作業において、医系技
官は、医療現場の方々からのお話しや
医療機関からのデータ等を総合して、
課題と対応を考えています。

　老人保健課では、主に介護保険の介
護報酬に関する業務を行っています。
具体的な担当としては、介護保険の中
でも、介護老人保健施設や介護医療院
といった医師が常勤で配置される施設
や、通所・訪問リハビリテーションなど、
医療の要素が比較的強いサービスを担
当しています。高齢者数がピークを迎
えると予測される2040年頃に向けて、
介護施設における医療ニーズへの対応
力の強化は喫緊の課題となっています。

施設の役割を踏まえつつ、施設の機能
の強化に向け、介護報酬と制度の両面
から施策の検討を行っています。

医療・介護・予防・住まい・生活支援
が包括的に確保される体制（地域包括
ケアシステム）の構築を実現するため
の取組の一環として、それぞれの介護

現役医系技官の声
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佐野  隆一郎 S A N O  R y u i c h i r o

平成31年入省。医政局医事課で専門研修・臨床
研修・国家試験・医師需給などを担当。医師養成
にかかる課題への対応や医師の偏在対策に関する
施策立案を経験。その後、令和３年より現職。
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山路  正登 Y A M A J I   M a s a t o

令和4年入省。医政局歯科保健課歯科口
腔保健推進室で歯科口腔保健施策に携わ
り担当。令和4年より現職。

今までの業務や体験 ワークライフバランス
医政局時代には、ちょうど医師の研修にかかる各
制度を見直す時期であったこともあり、多くの報
告書のとりまとめに携わりました。自らが事務局
としてとりまとめた報告書に基づき、法律や制度
の見直しが行われ、現場が変わっていく経験をで
きるのは、医系技官の醍醐味の一つです。

朝の出勤は遅めなので、毎朝、子供を保
育園に預けてから出勤することができ
ています。

　歯や口腔の健康は、健康で質の高い
生活を送るために非常に重要な役割を
果たしています。また、歯や口腔の健
康に関する課題として健康格差や地域
格差などが挙げられています。このよ
うな課題に対応していくために、厚生
労働省では、「歯科口腔保健の推進に関
する基本的事項」という歯と口腔の健
康づくりに関する目標及び計画を策定
しています。また、目標や計画を策定
するためには、現状を把握することが

歯科口腔保健のさらなる推進に向けた
取り組みを進めています。

非常に重要です。そのため、歯科口腔
保健に関する公的統計等も実施してい
ます。他にも、自治体等を対象とした
歯科口腔保健事業等の実施を通じて、

今までの業務や体験 ワークライフバランス
自治体の歯科保健担当者の勉強会に参加をする
機会がありました。その際、自治体によって歯科
口腔保健に関する取り組みは様々で、自治体が歯
科口腔保健の推進に関して積極的に進めていく
ことの重要性を実感しました。

マンスリー休暇等を活用しながら、定期
的にリフレッシュしながら業務に取り
組むことができます。また、テレワーク
の導入なども進んでおり働き方も様々
です。

今までの業務や体験 ワークライフバランス
WHO 等の国際会議では、国内の担当部局の見
解を踏まえつつ、他の国と交渉を行う事になり
ます。多くのステークホルダーとの調整が必要
となり、難しい交渉が続きますが、一つの課題解
決に繋がる決定が成された時には、とても大き
な達成感を感じます。

他国や国際機関と仕事を共にするため、
深夜・早朝の会議も多くあります。そん
な時には、翌日に「疲労蓄積防止のため
の早出・遅出勤務」を活用して、生活リ
ズムと体調管理に努めています。
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環境省では、熱中症対策の担当として熱中
症警戒アラートの立ち上げに携わりまし
た。省内や気象庁の方々、専門家の先生方
とともに新しい制度を作り上げる過程は、
とてもやりがいがありました。異なるバッ
クグラウンドの方々と一緒に仕事ができ
るのは、医系技官ならではの楽しさのひと
つだと思います。

忙しい時期であっても、早く帰る日を作る
など、できるだけめりはりをつけて仕事を
するように心がけています。
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望月  七生 M O C H I Z U K I  N a n a o

平成29年入省。大臣官房国際課でWHOとの
窓口を担当。平成31年より環境省大臣官房環
境保健部環境安全課で熱中症対策等を担当した
後、令和3年より現職。
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岡田  岳大 O K A D A  T a k e o

平成28年入省。労働基準局労働衛生課
にて産業保健政策担当を経て、医薬局総
務課にて医薬品副作用被害対策を担当。
その後、外務省在フィリピン大使館にて
国際保健外交を担当、令和3年から大臣
官房厚生科学課にて健康危機管理に携わ
り、令和4年より現職。


